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令和２年４月１７日

主な民間発注者団体の長

　

殿

国土交通省土地・建設産業局建設業課長

新型コロナウイルス感染症に係る緊急事態措置の対象が
全国に拡大されたことに伴う工事等の対応について

　

令和２年４月１６

　

日に、内閣総理大臣より新型インフルエンザ等対策特別措置

法に基づく緊急事態措置の対象が全国に拡大されたことを踏まえ、基本的対処
方針における事業継続の考え方、感染拡大防止策の徹底、下請負人への配慮、
事業者への支援措置等について、 別添１のとおり建設業者団体宛に通知してお

りますので、 ご参考にお知らせします。

　

また、地方公共団体及び国土交通省における工事等の対応について、別添２、
３のとおり事務連絡を送付しておりますので、 ご参考にお知らせします。

　

なお、 受発注者の故意又は過失により施工できなくなる場合を除き、 資機材

等の調達困難や感染者の発生など、 新型コロナウイルス感染症の影響により工

事が施工できなくなる場合は、建設工事標準請負契約約款における「不可抗力」
に該当するものと考えられます。 この場合、 民間工事標準請負契約約款 （甲）・

（乙） においては、 受注者は発注者に工期の延長を請求でき、 下請工事標準請

負契約約款においては、 元請負人は必要があるときは工事を中止し、 工期の延

長について元下問で協議することとしており、 いずれの場合も増加する費用に

ついては発注者 （元請負人） と受注者 （下請負人） が協議をして決めることと

されておりますので、 適切な対応が図られるよう、 傘下の建設業者等への周知

をお願いいたします。
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令和２年４月１７日

建設業者団体の長

　

殿

国土交通省土地・建設産業局建設業課長

新型コロナウイルス感染症に係る緊急事態措置の対象が
全国に拡大されたことに伴う工事等の対応について

　

内閣総理大臣より新型インフルエンザ等対策特別措置法に基づく緊急事態措置の

対象が全国に拡大されたことを踏まえ、 基本的対処方針における事業継続の考え方、
感染拡大防止策の徹底、下請負人への配慮、事業者への支援措置等につきまして、下
記のとおり改めて通知いたします。

　

貴職におかれましては、当該取組についてご理解頂くとともに、建設工事の現場に

おける「三つの密」の回避等の対策に万全を期すなど、適切な対応をお願いいたしま

す。また、傘下の建設業者等に当該取組について周知を徹底していただきますようお

願いいたします。

記

１． 基本的対処方針における事業継続の考え方について

　

公共工事及び河川や道路などの公物管理は、新型インフルエンザ等対策特別措置法
第 １８条の規定に基づいて定められている 「新型コロナウイルス感染症対策の基本的

対処方針」（令和２年４月１６日変更。以下「対処方針」という。）において、社会の安

定の維持の観点から、緊急事態宣言がされた場合においても、事業の継続が求められ

る事業に位置付けられております。ま・た、対処方針においては、国民の安定的な生活

の確保の観点から、インフラ運営関係（電力、ガス、上下水道等）、家庭用品のメンテ

ナンス関係 （配管工・電気技師等） 等の事業者について、自宅等で過ごす国民が、 必

要最低限の生活を送るために不可欠なサービスを提供する関係事業の事業継続を要
請するとされており、公共工事以外の建設工事についてもこれらの事業の継続のため

に必要な工事については継続することが求められるものと考えられます。

　

また、「新型コロナウイルス感染症緊急経済対策」（令和２年４月７日決定） におい

ては、公共工事の早期執行を図り、景気の下支えに万全を期すこととされております。
今回、緊急事態宣言の対象が全国に拡大されたところですが、公共工事については、
対処方針で示された事業の継続性に留意しつつ、工事現場のある地域を管轄する都道
府県知事からの要請を踏まえ、受注者からの申出があった場合には、受発注者間で協



誌を行った上で、工期の見直しやこれに伴い必要となる請負代金額の変更、一時中止

の対応等、適切な措置を行うこととしており、この取扱いを民間工事の発注者にも参

考送付しているところです。

　

工事の継続にあたっては、「２．施工中の工事等における感染拡大防止策の徹底」で

改めて示したとおり、建設現場における「三つの密」 の回避やその影響を緩和するた

めの対策を徹底し、すべての作業従事者等の健康管理に留意いただきますよう、よろ

しくお願いします。

　

なお、受発注者の故意又は過失により施工できなくなる場合を除き、資機材等の調

達困難や感染者の発生など、新型コロナウイルス感染症の影響により工事が施工でき

なくなる場合は、建設工事標準請負契約約款における「不可抗力」 に該当するものと

考えられます。 この場合、 民間工事標準請負契約約款 （甲）‘（乙） においては、受注

者は発注者に工期の延長を請求でき、下請工事標準請負契約約款においては、元請負

人は必要があるときは工事を中止し、工期の延長について元下問で協議することとし

ており、 いずれの場合も増加する費用については発注者 （元請負人） と受注者 （下請

負人） が協議をして決めることとされておりますので、 適切な対応が図られるよう、
傘下の建設業者等への周知をお願いいたします。

２． 施工中の工事等における感染拡大防止策の徹底

施工中の工事等における新型コロナウイルス感染症の拡大防止措置等については、
「新型コロナウイルス感染症に係る緊急事態宣言を踏まえた工事及び業務の対応に

ついて」 （令和２年４月８日付事務連絡） において、手洗い・うがいなどの感染予防

対応の徹底に加え、建設現場における「三つの密」 の回避やその影響を緩和するため

の対策の徹底について適切な対応をお願いしたところでありますが、今般、緊急事態

措置の対象地域が全国に拡大されたことを受け、改めて、施工中の工事の現場等にお

いては、現場状況などを勘案しつつ、アルコール消毒液の設置や不特定の者が触れる

箇所の定期的な消毒、現場でのマスクの着用や手洗い・うがいの励行など、感染予防

対策の徹底に努めるともに、すべての作業従事者等の健康管理に留意いただきますよ

う、 宜しくお願いします。
加えて、建設工事の現場において、 「

；つの密」 の回避やその影響を緩和するため

の対策に一層万全を期す必要があることから、令和２年４月 ８日付事務連絡のとおり、
建設現場における朝礼～点呼や現場事務所等における各種打合せ、更衣室等における

着替えや詰め所等での食事・休憩など、現場で多人数が集まる場面や密室・密閉空間

における作業などについて、 「ニつの密」 の回避やその影響を緩和するための対策が

徹底されるよう、 適切な対応に努めていただくことを改めてお願いいたします。

　

これまでも施工中の建設現場においては、体温測定等による健康管理や作業・打合

せ時のマスク着用等、対処方針を踏まえた対策の徹底とともに、建設現場における「三

つの密」の回避や影響緩和に向けた様々な取組や工夫が実践されているところであり、
関係団体のご協力を得て、このたび、建設現場の「

ニつの密」 の回避等に向けて建設

企業で実践されている取組事例を別添のとおりとりまとめたので、貴職におかれまし

ては、 会員企業及び傘下団体等において、 これを参考に、建設現場における「三つの



密」の回避等の徹底に努められるよう、会員企業等に周知徹底いただけますようお願

いいたします。

　

なお、施工中の工事等について、新型コロナウイルス感染症の感染者（感染の疑い

のある者を含む。）及び濃厚接触者があることが判明した場合には、速やかに受注者

から発注者に報告するなど、所要の連絡体制の構築を図っていただくとともに、都道

府県等の保健所等の指導に従って、感染者本人や濃厚接触者の自宅待機をはじめ、適

切な措置が講じられるようお願いします。

３． 下請負人への配慮及び元請負人と下請負人との間の取引の適正化について

　

新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止対策としての建設工事の「時中止・延期

等に際しては、「新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止対策に伴う下請契約及び

下請代金支払の適正化の徹底等について」（令和２年３月１１日、国土建推第３８ 号、
国土建整第１３２号） により、 下請契約においても、工期の見直しや一時中止の措置

等を適切に講じるとともに、請負代金の設定及び適切な代金の支払など、元請負人と

下請負人との間の取引の適正化のより一層の徹底をお願いしているところです。

　

今般の緊急事態宣言等を受け、建設工事の一時中止・延期がさらに増えることも考

えられますが、その際には、下請負人や技能労働者の事業や生業の継続に支障が生じ

ることがないよう十分な配慮をしていただくとともに、元請負人と下請負人との間の

取引の適正化について更なる徹底が必要です。

　

国土交通省では、 建設工事における元請下請間の取引適正化を推進するため、「建

設業法令遵守ガイドライン一元請負人と下請負人の関係に係る留意点－」（平成１９

年６月）を策定するとともに、建設業に係る法令違反行為の疑義情報を受け付ける窓

ロとして、 各地方整備局等に 「駆け込みホットライン」 を設置しているところです。

　

上記ガイドラインでは、指値発注による不適切な下請取引、赤伝処理等による一方

的な代金の差し引き、正当な理由がない長期にわたる支払保留などの下請負人へのし

わ寄せ行為等について、どのような行為が建設業法に違反又は違反するおそれがある

かについて具体的に示しています。

　

貴職におかれては、傘下の建設業者等に対して、建設工事の一時中止・延期等に伴

う変更契約等に際し、元請下請間の取引適正化が図られるよう、改めて上記ガイドラ

イン及び「駆け込みホットライン」の周知を図っていただくとともに、発注者から直

接建設工事を請け負った特定建設業者は、建設業法第２４条の６により、当該建設工

事に従事するすべての下請負人に対して、建設業法の規定に違反しないよう、指導に

努めなくてはならない義務があることについて、併せて周知いただくようお願いいた

します。

【建設業法令遵守ガイドライン｝

　

ｈｔｔｐ：／／Ｗｗｗ．幻ｏＬ１ｉｔ．ｇｏ－ｐ／ｔｏｔ辻【ｅｎｓａｎｇｙｏ／ｃｏｎｓｔ／１６ｂｔ。００・８８ｈｔｍｌ

※ 上記ガイドラインのポイント「建設企業のための適正取引ハンドブック」

　　

ｈｔｔｐ：／／ｗｗｗ．ｍ１ｉｔ‐ｇｏ，ｌｐ／ｃｏｍｍＬｏＱ／００１２０２６２５，ｐｄｆ



【駆け込みホットライン】

ｈｔｔｐ：／／ｗｗＷ．ｍＬ１ｉｔ，ｇｏ，ｌｐ／ｃｏｍーｍｏｎ／００１３３０５６８，ｐｄｆ

４．建設業に係る金融支援事業の活用について

　

公共工事等については、工事の請負代金債権を譲渡し、債務保証を得て金融機関か

ら借り入れた転貸融資資金を融資する「下請セーフティネット債務保証事業」及び「地

域建設業経営強化融資制度」を利用した資金調達も可能となっており、その活用によ

る下請負人への支払の適正化等に配慮いただくようお願いします。

　

また、 公共工事、 民間工事を問わず、 万が一、 元請負人から建設工事の請負代金．・

賃金等が支払われなかった場合に備え、下請負人が元請建設業者に対して有する債権

の支払いをファクタリング会社が保証し、元請負人からの債権回収が困難となった際、
保証債務の履行により下請建設業者等に保証金を支払い、下請け代金等債権を保全す

る「下請債権保全支援事業」 の活用を図ることも可能でありますので、傘下の建設業

者等への周知をお願いいたします。

【下請セーフティネット債務保証事業】

　

ｈｔｔｐｓ：／／ｗｗｗ．ｋｅｎｓｅｔｓｕ－ｋｉｋｉｎ．ｏｒ．ｊｐ ａｉｍｕ／ｄｏｗｎｌｏａｄ／ｓａｆｅｔｙ ｌｅａｆｌｅｔ．ｐｄｆ

【地域建設業経営強化融資制度】
ｈｔｔｐｓ：／んｖｗｗ．ｋｅｎｓｅｔｓｕ－ｋｉｋｉｎ．ｏｒ．ｊｐ／ｓａｉｍｕ／ｋｅｉｅｉｋｙｏｕｋａ／ａｂｏｕｔ．ｈｔｍｌ

【下請債権保全支援事業】

　　

ｈｔｔｐｓ：／／ｗｗＷ．ｋｅｎｓｅｔｓｕ
－ｋｉｋｉｎ．ｏｒ．ｊｐ ａｉｍｕ／ｄｏｗｎｌｏａｄ／ｌｅａｆｌｅｔ ｈｏＺｅｎ２０１９．ｐｄｆ

５． 新型コロナウイルス感染症で影響を受ける事業者への支援措置

令和２年４月１３

　

日付国総政第２号により、 国土交通大臣より新型コロナウイルス

感染症に係る雇用維持等に対する配慮を要請したところです。これまでも、工事の－

時中止等に際しては、下請契約においても、工期の見直しや一時中止の措置等を適切

に講じるとともに、 請負代金・賃金の不払等、 不測の損害を与えることのないよう、
下請負人への十分な配慮等をお願いしているところですが、今後、一時休止等が拡大

することにより、 資金繰りが悪化するなどの影響も懸念されるところです。
政府としては、過去にない規模となるＧＤＰの２割に当たる事業規模１０８兆円の経済

対策を講じ、特に、事業継続や雇用維持のため、実質無利子・無担保の資金繰り支援

策を民間金融機関に拡大するとともに、特に厳しい状況にある中小・小規模事業者等

に対する給付金制度の創設、納税や社会保険料の支払い猶予等の措置を講じることと

しております。また、雇用調整助成金の特例措置もさらに拡充し、解雇等を行わない

雇用を維持する企業に対して、正規、非正規にかかわらず、中小企業は９月０、大企業

でも３／４に引き上げるなどの助成率の上乗せや、 雇用保険被保険者でない労働者の



休業の対象への追加、 申請に係る負担の軽減などの追加措置を実施します。

　

貴団体におかれましては、これらの施策も活用いただくとともに、新型コロナウイ

ルス感染症の世界的な拡大と緊急事態宣言という前例のない状況下において、特に急

激な事業変動を受けやすい現場の労働者の雇用の安定を図るため、改めて、以下の事

業継続に向けた資金繰り支援や雇用調整助成金の特例措置などを積極的に活用し、従

業員の雇用維持に努めていただくよう、傘下の建設業者等への周知をお願いいたしま

す。

○資金繰り対策

　

・日本政策金融公庫等による実質無利子・無担保融資の融資枠の拡充、既往債務の

　

実質無利子・無担保債務への借換

　

・民間金融機関による実質無利子・無担保融資

○雇用の維持

　

・雇用調整助成金の特例措置の更なる拡大（助成率引き上げ、助成対象の非正規雇

　

用労働者への拡充等）

　

経済上の理由により、事業活動の縮小を余儀なくされた事業主が、労働者に対し

　

て一時的に休業、 教育訓練又は出向を行い、 労働者の雇用維持を図った場合に、

　

休業手当等の一部を助成する制度であり、 種々の特例を措置

○事業継続に困っている中小・小規模事業者等への支援

　

」中小・小規模事業者等に対する新たな給付金（「持続化給付金（仮称）」）の創設

○税制措置

　

・納税の猶予 （無担保・延滞税なしで１年間猶予）

　

・中小事業者等に対する固定資産税等の減免

以上を含め、下記のホームページに新型コロナウイルス感染症で影響を受ける事業

者への支援策が掲載されておりますのでご活用ください。

【新型コロナウイルス感染症で影響を受ける事業者の皆様へ】

ｈｔｔＰｓ：／／ｗｗｗ．ｍｅｔｉ．ｇｏ．ＩＰ ｏｖｉｄ‐１９／Ｐｄ“Ｐａｍｐｈｌｅｔ．Ｐｄぼ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

以 上
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令和２年４月１７日

各都道府県入札契約担当部局長

　

殿
各指定都市入札契約担当部局長

　

殿

国土交通省土地・建設産業局建設業課長

新型コロナウイルス感染症に係る緊急事態措置の対象が

全国に拡大されたことに伴う工事等の対応について

　

新型コロナウイルス感染症に係る緊急事態宣言を踏まえた工事及び業務の対

応については 「新型コロナウイルス感染症に係る緊急事態宣言を踏まえた工事

及び業務の対応について」（令和２年４月８日付け国土入企第６号） 等により、
適切な対応をお願いしてきたところです。

　

令和２年４月１６

　

日をこ、内閣総理大臣より新型インフルエンザ等対策特別措置

法に基づく緊急事態措置の対象が全国に拡大されたことを踏まえ、基本的対処

方針における事業継続の考え方、感染拡大防止策の徹底、下請負人への配慮、
事業者への支援措置等について、 別添１のとおり建設業者団体宛に通知してお

りますので、 ご参考にお知らせします。

　

なお、 公共工事及び河川や道路などの公物管理は、 新型インフルエンザ等対

策特別措置法第１８条の規定に基づいて定められている 「新型コロナウイルス感

染症対策の基本的対処方針」（令和２年４月１６日変更。以下「対処方針」という。）

において、社会の安定の維持の観点から、緊急事態宣言がされた場合において

も、 事業の継続が求められる事業に位置付けられております。 今回、 緊急事態

宣言の対象が全国に拡大されたところですが、「新型コロナウイルス感染症に係

る緊急事態宣言を踏まえた工事及び業務の対応について」 において通知したと

おり、 対象地域における公共工事については、 対処方針で示された事業の継続

性に留意しつつ、工事現場のある地域を管轄する都道府県知事からの要請を踏

まえ、 受注者からの申出があった場合には、 受発注者間で協議を行った上で、
工期の見直しやこれに伴い必要となる請負代金額の変更、 一時中止の対応等、
適切な措置を行うこととしておりますので、 宜しくお願いします。



　

また、 国土交通省直轄事業における工事等の対応について、 別添２のとおり

事務連絡が送付されておりますので、 ご参考にお知らせします。
各都道府県におかれては、貴都道府県内の関係市町村（指定都市を除く。）に

対しても、 周知を宜しくお願いします。
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新型コロナウイルス感染症に係る緊急事態宣言の

　

対象地域の拡大を踏まえた対応について

新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止について、令和２年４月１６日に緊急事態
宣言の対象地域が全国に拡大された。緊急事態宣言を踏まえた工事及び業務の対応に
ついては「新型コロナウイルス感染症に係る緊急事態宣言を踏まえた工事及び業務の
対応について」（令和２年４月７日付け国地契第１号、国官技第６号、国営管第１２号、
国営計第１号、国港総第１６号、国港技第３号、国空予管第１５号、国空空技第５号、国
空交企第３号、国北予第１号）に取扱いを定めたところであるが、拡大された地域の工
事及び業務の対応については、 同通知の１． １，、 １． ３． 及び 丑 に基づき、 遺漏な

きよう措置されたい。


